
大同生命健康保険組合 

新旧対比表「被保険者証管理規程」（一部改正） 

現  行 改  正  後 備 考 

第１条～第７条 略［変更なし］ 第１条～第７条 略［変更なし］ ○被保険者証（カード）の無効

処理方法の変更 

（無効証および廃棄処分） 

 第８条 

 健康保険被保険者資格喪失等の事由により返納された被保

険者証または書損となった被保険者証は組合印部分に穿孔

処理を行った後、廃棄するものとする。 

２．被保険者証の廃棄は、常務理事の決裁を経て処分する

ものとする。 

 

（無効証および廃棄処分） 

 第８条 

 健康保険被保険者資格喪失等の事由により返納された被保

険者証または書損となった被保険者証は組合印部分に無効

表示を行った後、廃棄するものとする。 

２．被保険者証の廃棄は、常務理事の決裁を経て処分する

ものとする。 

 

 
附則 

２０２２(令和４)年３月１日から改正実施する。 

 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新旧対比表「健診等補助金支給規程（別表）」（一部改正）  

現  行 改  正  後 備 考 

被保険者 

（１）生活習慣病健診  略［変更なし］ 

１．被保険者 

（１）生活習慣病健診  略［変更なし］ 
 

（２）がん検診 

 

 

 

健診項目 
対象 委託機関 補助対象 実施時期 

被保険者期間 年齢 

○子宮頸がん検診 

※２年に１回受診

推奨 

※子宮体がん検

診、自己採取の子

宮頸がん検診は補

助対象外  

３年以上 満２０歳

以上の女

性 

 

事業主の

指定する

健診機関 

全額補助 事業主が定め

る時期 

事業主の

指定する

健診機関

以外で受

診 

補助金限度額 

4,500 円(税

別) 

受診：10 月

末 

申請：12 月

末 

３年未満 満２０歳

以上の女

性 

住民健診

[注 4] 

全額補助 受診：市町村

により異なる 

申請：2 月末 

○乳がん検診 

・マンモグラフ

ィ、超音波エコー

検査 

※２年に１回受診

推奨 

※マンモグラフ

ィ・超音波エコー

検査両方受診の場

合は、マンモグラ

フィのみ補助対象 

３年以上 満３５歳

以上の女

性 

事業主の

指定する

健診機関 

全額補助 事業主が定め

る時期 

事業主の

指定する

健診機関

以外で受

診 

補助金限度額 

6,000 円(税

別) 

受診：10 月

末 

申請：12 月

末 

３年未満 

 

満４０歳

以上の女

性 

住民健診

[注 4] 

全額補助 受診：市町村

により異なる 

申請：2 月末 

○胃がんリスク検

査 

・ピロリ菌検査、

ペプシノゲン検査 

３年以上 満３５歳 事業主の

指定する

健診機関 

全額補助 事業主が定め

る時期 

※会社指

定の健診

機関で当

該検査が

受検でき

ない希望

者 

健保組合

の委託機

関[注５] 

全額補助［注

６］ 

（２）がん検診・脳ドック 

 

 

 

健診項目 
対象 委託機関 補助対象 実施時期 

被保険者期間 年齢 

○子宮頸がん検診 

※２年に１回受診

推奨 

※子宮体がん検

診、自己採取の子

宮頸がん検診は補

助対象外  

３年以上 満２０歳

以上の女

性 

 

事業主の

指定する

健診機関 

全額補助 事業主が定め

る時期 

事業主の

指定する

健診機関

以外で受

診 

補助金限度額 

4,500 円(税

別) 

受診：10 月

末 

申請：12 月

末 

３年未満 満２０歳

以上の女

性 

住民健診

[注 4] 

全額補助 受診：市町村

により異なる 

申請：2 月末 

○乳がん検診 

・マンモグラフ

ィ、超音波エコー

検査 

※２年に１回受診

推奨 

※マンモグラフ

ィ・超音波エコー

検査両方受診の場

合は、マンモグラ

フィのみ補助対象 

３年以上 満３５歳

以上の女

性 

事業主の

指定する

健診機関 

全額補助 事業主が定め

る時期 

事業主の

指定する

健診機関

以外で受

診 

補助金限度額 

6,000 円(税

別) 

受診：10 月

末 

申請：12 月

末 

３年未満 

 

満４０歳

以上の女

性 

住民健診

[注 4] 

全額補助 受診：市町村

により異なる 

申請：2 月末 

○胃がんリスク検

査 

・ピロリ菌検査、

ペプシノゲン検査 

３年以上 満３５歳 事業主の

指定する

健診機関 

全額補助 事業主が定め

る時期 

※会社指

定の健診

機関で当

該検査が

受検でき

ない希望

者 

事業主の

指定する

健診機関

以外で受

診 

全額補助 

 

 

○脳腫瘍、脳卒

中のスクの早

期発見のため

脳ドックの受

診を追加する

もの。 

○委託業者の変

による胃がん

リスク検査、

大腸がん検査

の受診機関の

変更。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



現  行 改  正  後 備 考 

 

 
［注４］住民健診：市町村が主体となり医療機関に委託（受診条件は各市町村により異なるため詳細は市

町村へ問い合わせください） 

［注５］健保組合の委託機関：株式会社メスプ･コーポレーション（メスプ細胞検査研究所） 

［注６］検体返送最終締切日までに返送がない場合や検体を採取せずに返送した場合は、器具代は自己負 

担（給与控除） 

 

 

 

 

健診項目 
対象 委託機関 補助対象 実施時期 

被保険者期間 年齢 

○胃部Ｘ線検査

（直接） 

３年以上 満 40 歳

以上 

事業主の

指定する

健診機関 

全額補助 事業主が定め

る時期 

３年未満 

 

満 40 歳

以上 

住民健診

[注 4] 

全額補助 受診：市町村

により異なる 

申請：2 月末 

○大腸がん検査 

・便潜血反応 

（２回法） 

３年以上 満 40 歳

以上 

事業主の

指定する

健診機関 

全額補助 事業主が定め

る時期 

３年未満 満 40 歳

以上 

健保組合

の委託機

関[注５] 

全額補助［注

６］ 

健保組合が定

める時期 

○前立腺ＰＳＡ検

査 

３年以上 満 50 歳

以上の男

性 

事業主の

指定する

健診機関 

全額補助 事業主が定め

る時期 

○肺がん自己検診 

・喀痰細胞診検査 

被保険者資格

を有するもの 

満 40 歳

以上 

※喫煙指

数(1 日

の喫煙本

数×喫煙

年数)が

400 以上

または 6

ヵ月以内

に血痰の

あった者 

健保組合

の委託機

関[注５] 

全額補助［注

６］ 

健保組合が定

める時期 

○脳ドック  

 

 

 

 

    

 

 
［注４］住民健診：市町村が主体となり医療機関に委託（受診条件は各市町村により異なるため詳細は市

町村へ問い合わせください） 

［注 5］事業主の指定する健診機関（事業主の行う定期健康診断の実施機関）が脳ドックを実施していない

場合に限り、他の医療機関での脳ドックの受診も補助対象 

 

 

 

 

 

健診項目 
対象 委託機関 補助対象 実施時期 

被保険者期間 年齢 

○胃部Ｘ線検査

（直接） 

３年以上 満 40 歳

以上 

事業主の

指定する

健診機関 

全額補助 事業主が定め

る時期 

３年未満 

 

満 40 歳

以上 

住民健診

[注 4] 

全額補助 受診：市町村

により異なる 

申請：2 月末 

○大腸がん検査 

・便潜血反応 

（２回法） 

３年以上 満 40 歳

以上 

事業主の

指定する

健診機関 

全額補助 事業主が定め

る時期 

３年未満 満 40 歳

以上 

住民健診

[注 4] 

全額補助 受診：市町村

により異なる 

申請：2 月末 

○前立腺ＰＳＡ検

査 

３年以上 満 50 歳

以上の男

性 

事業主の

指定する

健診機関 

全額補助 事業主が定め

る時期 

○肺がん自己検診 

・喀痰細胞診検査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

○脳ドック ３年以上 満 40 歳

以上 

事業主の

指定する

健診機関 

【注 5】 

補助金限度額 

10,000 円 

事業主が定め

る時期 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【削 除】 

【新 設】 



現  行 改  正  後 備 考 

２．任意継続被保険者・被扶養者 

 

[注１]年齢は受診年度の 4 月 1 日現在で判定、なお、受診年度の４月１日および受診日において当組合の

加入資格を有すること。 

[注２]基本健診（家族健診）の項目：委託先との契約に基づく次の項目 

 

健診項目 対象[注 1] 委託機関 補助対象 実施時期 

○基本検査（家族

健診）[注 2] 

満３５歳以上の被扶養配偶者

または、 

満４０歳以上の任意継続被保

険者および被扶養者 

健保組合

の委託機

関 

［注３］ 

全額補助 受診地域・機関

により異なる 

(７月～翌年

２月下旬頃) 

○乳がん検診（女

性） 

※西暦奇数年に実

施 

 

 

 

 

 

 

満３５歳以上の被扶養配偶者 

○子宮頸がん検査

（女性） 

※西暦偶数年に実

施 

 

 

 

 

 

○大腸がん検査 

・便潜血反応（２

回法） 

 

   

○大腸がん自己検

査 

・便潜血反応（２

回法） 

満４０歳以上の被扶養配偶者 健保組合

の委託機

関 

［注 4］ 

全額補助 

［注 5］ 

健保組合が定

める時期 

○肺がん自己検診 

・喀痰細胞診検査 

満４０歳以上の被扶養配偶者 

※喫煙指数(１日の喫煙本数

×喫煙年数)が 400 以上ま

たは 6 ヵ月以内に血痰のあ

った者 

○特定健康診査

[注６] 

※申込者に｢集合

契約Ｂ｣の受診

券を配布 

満４０歳以上の任意継続被保

険者および被扶養者 

※受診時期に４０歳あるいは

７５歳になる者を含む 

都道府県

代表保険

者との集

合契約医

療機関 

全額補助 国が定める期

間 

２．任意継続被保険者・被扶養者 

 

[注１]年齢は受診年度の 4 月 1 日現在で判定、なお、受診年度の４月１日および受診日において当組合の

加入資格を有すること。 

[注２]基本健診（家族健診）の項目：委託先との契約に基づく次の項目 

 

健診項目 対象[注 1] 委託機関 補助対象 実施時期 

○基本検査（家族

健診）[注 2] 

満３５歳以上の被扶養配偶者

または、 

満４０歳以上の任意継続被保

険者および被扶養者 

健保組合

の委託機

関 

［注３］ 

全額補助 受診地域・機関

により異なる 

(７月～翌年

２月下旬頃) 

○乳がん検診（女

性） 

・マンモグラフ

ィ、超音波エコー

検査 

※２年に１回受診

推奨 

※マンモグラフ

ィ・超音波エコー

はいずれか一方の

み 

満３５歳以上の被扶養配偶者 

○子宮頸がん検査

（女性） 

※２年に１回受診

推奨 

※子宮体がん検

診、自己採取の子

宮頸がん検診は補

助対象外  

○大腸がん検査 

・便潜血反応（２

回法） 

 

満４０歳以上の被扶養配偶者 

○大腸がん自己検

査 

・便潜血反応（２

回法） 

    

○肺がん自己検診 

・喀痰細胞診検査 

    

 

 

 

 

○特定健康診査

[注４] 

※申込者に｢集合

契約Ｂ｣の受診

券を配布 

満４０歳以上の任意継続被保

険者および被扶養者 

※受診時期に４０歳あるいは

７５歳になる者を含む 

都道府県

代表保険

者との集

合契約医

療機関 

全額補助 国が定める期

間 

 

 

○配偶者健診の

実施内容の拡

充。 

【新 設】 

【削 除】 

【削 除】 



現  行 改  正  後 備 考 
 

質問票および医師による問診・診察、身長、体重、視力、ＢＭＩ、腹囲、血圧測定、尿検査（糖、蛋

白、潜血、ｳﾛﾋﾞﾘﾉｰｹﾞﾝ）、胸部Ｘ線（直接撮影法）、血液検査（貧血、肝機能、脂質、腎機能、糖代

謝、心電図 

 

[注３]健保組合の委託機関：（一財）京都工場保健会 

[注４]健保組合の委託機関：株式会社メスプ･コーポレーション（メスプ細胞検査研究所） 

[注５]検体返送最終締切日までに返送がない場合や検体を採取せずに返送した場合は、器具代は自己負担 

[注６]特定健康診査：「特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準（平成 19 年厚生労働省令第

157 号第 1 条）」に定める特定健康診査の項目 
 

 

質問票および医師による問診・診察、身長、体重、視力、ＢＭＩ、腹囲、血圧測定、尿検査（糖、蛋

白、潜血、ｳﾛﾋﾞﾘﾉｰｹﾞﾝ）、胸部Ｘ線（直接撮影法）、血液検査（貧血、肝機能、脂質、腎機能、糖代

謝、心電図 

 

[注３]健保組合の委託機関：（一財）京都工場保健会 

[注 4]特定健康診査：「特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準（平成 19 年厚生労働省令第

157 号第 1 条）」に定める特定健康診査の項目 

 

附 則 

 

附 則 

この規程は、２０２２（令和４）年４月１日から改正施行する。（健診項目、補助内

容の見直し等にともなう変更） 

 

 

 

 

 以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

新旧対比表「会計事務取扱規程」（一部改正） 

現  行 改  正  後 備 考 

第１条～第５条 略［変更なし］ 第１条～第５条 略［変更なし］ ○法定帳簿等の電磁的記録に

よる保存方法および訂正・

削除の取り扱いを規定 （帳簿の訂正及び削除等） 

 第６条 

 帳簿の記載事項につき、訂正、挿入または削除をしようと

するときは、その箇所に二線を引き、訂正の場合はその上

位に正書して、もとの字をなお読み得るような字体を存置

しておくようにしなければならない。 

２ 前項により訂正及び削除等を行なった場合においては、

その箇所に記帳取扱者の認印を捺さなければならない。 

（紙で保存する帳簿の訂正及び削除等） 

 第６条 

 帳簿の記載事項につき、訂正、挿入または削除をしようと

するときは、その箇所に二線を引き、訂正の場合はその上

位に正書して、もとの字をなお読み得るような字体を存置

しておくようにしなければならない。 

２ 前項により訂正及び削除等を行なった場合においては、

その箇所に記帳取扱者の認印を捺さなければならない。 

（電子計算機組織を利用した経理処理） 

 第８条 

経理事務を電子計算機組織（小型の電子計算機及び端末機

を含む。以下「電子計算機」という。）を利用して行う場

合については、次の方法によらなければならない。 

（１）経理事務を電子計算機により処理する場合、帳票の様

式が大正１５年１０月２５日内務省告示第１６０号に示す

様式に沿っており、かつ記載方法が昭和２年６月２５日付

通ちょうによるものであるものについては、帳票に通し番

号（ページ）を附して編綴したものをもって法定帳簿とす

る。 

 

（電子計算機組織を利用した経理処理） 

 第８条 

経理事務を電子計算機組織（小型の電子計算機及び端末機

を含む。以下「電子計算機」という。）を利用して行う場

合については、次の方法によらなければならない。 

（１）経理事務を電子計算機により処理する場合、帳票の様

式及び記載方法が平成１４年９月２６日保保発０９２６０

０２号によるものであるものについては、電磁的記録によ

り保存したものを「歳入簿」、「歳出簿」、「現金出納

簿」、「一時借入金及び準備金繰替使用簿」及び「収支差

引残高簿」（以下、法定帳簿等という）とする。 

ただし、出力し保存する場合は、帳票に通し番号（ペー 

ジ）を附して編綴したものをもって法定帳簿等とする。 

（２）この法定帳簿とするものは、会計年度終了時において

出力して作成したものとする。 

（３）上記（２）の法定帳簿が作成されるまでの間、経理事

務を適正に行うため、各月毎に、月末の締切処理が終了し

た時点で年度当初から、当該月分までの記載内容を出力す

（２）（１）ただし書きの場合は、会計年度終了時において

出力して作成したものとする。 

（３）経理事務を適正に行うため、各月毎に、月末の締切処

理が終了した時点で経理担当責任者の確認を受けるものと

する。なお、（１）ただし書きの場合には、月末の締切処



現  行 改  正  後 備 考 

ることとし、経理担当責任者の確認を受け、会計年度終了

時まで法定帳簿として管理する。ただし、電子計算機の処

理能力等により各月毎に当該月分までの記載内容を出力す

ることが困難な場合には、当面、各月毎に当該月分のみの

記載内容を出力し管理する。この場合の帳票についても、

通し番号を附して編綴するものとする。 

 

（４）検査委員の検査等を随時に受けられるようにするた

め、必要に応じて、検査日等の直近の内容を記載した法定

帳簿を作成できるよう措置するものとする。 

 

理が終了した時点で年度当初から、当該月分までの記載内

容を出力することとし、会計年度終了時まで法定帳簿等と

して管理する。ただし、電子計算機の処理能力等により各

月毎に当該月分までの記載内容を出力することが困難な場

合には、当面、各月毎に当該月分のみの記載内容を出力し

管理する。この場合の帳票についても、通し番号を附して

編綴するものとする。 

（４）監事監査等を随時に受けられるようにするため、必要

に応じて、監事日等の直近の内容を記載した法定帳簿等を

作成できるよう措置するものとする。 

（５）電磁的記録により保存した法定帳簿等の記載事項につ

き、訂正、挿入または削除をしようとするときは、第６条

の規定に関わらず、もとの記載事項を記録しておくととも

に、訂正、挿入または削除をした者及び履歴を記録できる

ようにしなければならない。 

（６）（１）以外の帳簿についても電磁的記録により保存し

た場合は、準ずる取扱いとする。 

第９条～第２８条 略［変更なし］ 第９条～第２８条 略［変更なし］ 

（収支日計表の作成） 

第２９条 

出納担当者は、毎日の現金残高と帳簿残高を照合し、収支日

計表を作成して常務理事の認印を受けなければならない。 

（収支日計表の作成） 

第２９条 

出納担当者は、毎日の現金残高と帳簿残高を照合し、収支日

計表を作成して常務理事の確認を受けなければならない。 

第３０条～第５０条 略［変更なし］ 第３０条～第５０条 略［変更なし］ 

 
附則 

２０２２(令和４)年４月１日から改正実施する。 

以上 



新旧対比表「財産管理規程」（一部改正） 

現  行 改  正  後 備 考 

第１条～第１３条 略［変更なし］ 第１条～第１３条 略［変更なし］ ○法定帳簿等の電磁的記録に

よる保存方法および訂正・

削除の取り扱いを規定 （固定資産台帳） 

 第１４条 

 固定資産を管理するため、固定資産台帳を設け整理するも

のとする。 

２ 固定資産台帳は施設ごとに１薄冊にとりまとめ、１物件

１口座とし第３条に定める分類に基づいて作成するものと

する。 

３ 略［変更なし］ 

（固定資産台帳） 

 第１４条 

 固定資産を管理するため、固定資産台帳を設け整理するも

のとする。 

２ 固定資産台帳は施設ごとにとりまとめ、１物件１口座と

し第３条に定める分類に基づいて作成するものとする。 

 

３ 略［変更なし］ 

（固定資産台帳の記帳） 

 第１５条（１）～（８）および（１０）略［変更なし］ 

 （９）確認年月日・確認者印 

（固定資産台帳の記帳） 

第１５条（１）～（８）および（１０）略［変更なし］ 

（９）確認年月日・確認者 

第１６条 略［変更なし］ 第１６条 略［変更なし］ 

（確認） 

第１７条  

財産は毎年度１回以上台帳と照合し、その結果を明らかに

するため台帳に確認年月日ならびに確認者印の押捺を受け

るものとする。 

２～３ 略［変更なし］ 

（確認） 

第１７条  

財産は毎年度１回以上台帳と照合し、その結果を明らかに

するため台帳に確認年月日ならびに確認者を記録する。 

 

２～３ 略［変更なし］ 

第１８条～第４６条 略［変更なし］ 第１８条～第４６条 略［変更なし］ 

 
附則 

２０２２(令和４)年４月１日から改正実施する。 

以上 



新旧対比表「システム等運用管理規程」（一部改正） 

現  行 改  正  後 備 考 

第１条～第２４条 略［変更なし］ 第１条～第２４条 略［変更なし］ ○法定帳簿等の電磁的記録に

よる保存方法および訂正・

削除の取り扱いを規定 （データ等の消去及び電子媒体の廃棄） 

第２５条  

情報システムで保有するデータ及び電子媒体に収録された

データについては、法令の定めた保存期間の間保存・管理

するものとする。 

ただし、法令の定めがない場合については、以下の期間、

保存・管理するものとする。 

（１）情報システムで保有するデータは永年とする。 

 

 

（２）電子媒体に収録されたデータについては文書保存規

程を準用する。 

 

 

 

 

 

 

 

（３）（１）のバックアップを目的としたデータは 1ヵ月

とする。 

２～４ 略［変更なし］ 

（データ等の消去及び電子媒体の廃棄） 

第２５条  

情報システム又は電子媒体で保有するデータについては、

法令の定めた保存期間保存・管理するものとする。 

 

ただし、法令の定めがない場合については、以下の期間、

保存・管理するものとする。 

（１）情報システム又は電子媒体で保有するデータのうち組

合員の資格及び保険給付に関するものについては文書保

存規程を準用する。 

（２）情報システム又は電子媒体で保有するデータのうち会

計事務取扱規程第３条並びに財産管理規程第１３条及び

第１４条で定める帳簿及び台帳については文書保存規程

を準用する。 

（３）情報システム又は電子媒体で保有するデータのうち

（１）及び（２）以外のものについては文書保存規程を

準用する。 

（４）電子申請に係る届出書データ、届出データ及び添付

文書については文書保存規程を準用する。 

（５）（１）、（２）及び（３）のバックアップを目的とし

たデータについては１ヵ月とする。 

２～４ 略［変更なし］ 

第２６条～第３０条 略［変更なし］ 第２６条～第３０条 略［変更なし］ 

 
附則 

２０２２(令和４)年４月１日から改正実施する。 

以上 

 



新旧対比表「経理事務電子計算機処理管理規程」（廃止） 

現  行 改  正  後 備 考 

 廃止 ○「会計事務取扱規程」・「財

産管理規程」・「システム等

運用管理規程」の改正に伴い

廃止 

 

 
附則 

２０２２(令和４)年４月１日廃止。 

以上 

 

新旧対比表「大同生命健康保険組合規約」（一部改正） 
現  行 改  正  後 備 考 

第１条～第３４条 略［変更なし］ 第１条～第３４条 略［変更なし］ 
○健康保険組合連合会の軽微な

文言を修正したことによる変

更。 
（常務理事およびその職務） 

 第３５条 

 この組合に１名の常務理事をおき、理事会の同意を得て理

事長が理事のうちからこれを指名する。 

２  常務理事は、理事長を補佐し、常務を処理する。 

（常務理事およびその職務） 

 第３５条 

 この組合に１名の常務理事をおき、理事会の同意を得て理

事長が理事のうちからこれを指名する。 

２  常務理事は、理事長を補佐し、常務を掌理する。 

第３６条～第５７条 略［変更なし］ 第３６条～第５７条 略［変更なし］ 

附則 

 

附則 

（施行期日）この規約は、２０２２(令和４)年４月１日から

施行する。（軽微な文言修正） 

以上 


